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況は、ネー・ウィン政権時代 それと比較したときに、継続と変化の双方が見られる。宗教に関わる政策は、把握しにくい側面を持つことが多い。政策として明示される場合と明示されない場合が存在することも把握しがたい一因である 敢えて簡略 して言えば、宗教をめぐる政策や組織化、僧侶に対する政策等は基本的に継承された。一方、現政権は一九九〇年の総選挙で大敗した結果、政権に留まるための正統性として仏教を核の一つとしていった。例えば、メディア等を通じて仏教守護者という立場を明確に示す方向に転換し、これらは社会全般に少なからぬ影響を与 ていっ 考えられる。以下、観点ごとに見ていき 。●統計から見る 「宗教」
　ミャンマーの大多数の国民は上座仏教徒
であると言われる。最後に行われた一九八三年の国勢調査では、仏教徒八九 ・ 四％、精霊信仰の信者一 ・ 二％、ヒンドゥー教徒〇 ・ 五％、ムスリム三 ・ 九％、キリスト教徒四 ・ 九％、その他〇 ・ 一％とある。
ミャンマー軍政の20年─何が変わり、何が変わらなかったのか
一般に、ムスリムの人口が近年増加しているとよく語られるが、真偽のほどはともあれ、公的には宗教別人口比は二〇年以上変わらない。例えば、 中央統計局『統計 鑑』二〇〇四年度版で 数値で示される国民総人口（五三二二万人） 州・管区別人口等に対して、宗教別人口 上記の百分率のみが示される。また、この 口比には無宗教の項目がないこと、上記の五つの宗教は独立以前から公的にセンサスに含まれてきたということは注目 おきたい。
　一方、出家者数はどうであろうか。出家
者数とは、雨安居時に僧院に居住す 僧侶（二二七戒を守る比丘） 、沙弥（十戒を守る二〇歳以下の見習 僧） 、尼 （正規の比丘尼ではないが、十戒ないし八戒を守 女性修行者）の総計を指し、二〇〇三年で約四九万人弱、人口比 一％弱に当たる。僧院数は尼僧院を合わせ約五 ・五万、在家一〇〇〇人弱に一僧院の割合である。出家総数、僧院総数、出家者 人口比 上座仏教社会であるタイ、ラオス、カンボジア等と比較しても格段に多い。ただ、三五年前の数値と比較すると、一九七一年 政府
統計では出家数が一二万強、 人口 （一九七二年）が二八八七万人であり、出家者の人口比は当時〇 ・五％、現在は出家者の対人口比が倍になったことになる。●統治における体制
　ウー・ヌ政権時代には、ウー・ヌ自身が










ithetha ）宗教と認定する」 （三六一条） 、














ての仏教にも期待したと推察される。確かに九割に近い仏教徒にとって、仏教は重要な核である。さらに、仏教徒は、政権に対して批判的見解を持っていても、仏教イデオロギーの強化についてはさほど自覚せず受け入れることも多い。こうしたなかで、「民族」を核として集まってきた集団内部において、宗教をめぐる差異のほうが意識化されていくプ セスも存在したと思われる。例えばカレン民族同盟（ＫＮＵ）は、一九四七年にカレ の自治独立を求め結成された。彼らはタイ・ミャンマー国境沿いに解放区コートー ィを結成し、ビルマ国軍と激しい攻防を続け、カレン州は内戦の舞台ともなってきた。そうした土地において、 菜食を行い信者を集めてい ポー ・カレン族 僧侶トゥザナ（後のミャインジーグー僧正）は、仏教布教の一環としてパゴダ建立を始めたが、たまたま、建立地の一カ所が、ＫＮＵの軍事拠点マナプロー近辺であり、国軍空爆 目印になるとして建立が禁じられた。カレン民族はキリスト
教、仏教、精霊信仰の信者が混在し、人口としては少数派のキリスト教徒がＫＮＵ幹部のポストを占めてきたが、この事件を契機に、不満を持った仏教徒カレンがＫＮＵを離脱、民主カレン仏教徒軍（ＤＫＢＡ）を組織し、後に国軍と結んで、拠点マナプローを攻撃・陥落に導いた。この間の経緯は、国営新聞『ミャンマーの光』紙に連載され（一九九五年一月二九日から三月一〇日、一九九五年六月書籍として出版） 分裂の契機となるパゴダ建立問題は、あくまで仏教徒の視点から描かれ、最高指導者ボーミャとその側近の思想的・人間的問題が指摘され、民族的対立は後景化 ている。●在家の宗教実践
　宗教政策や仏教へ傾斜する風潮と相互に
影響を及ぼし合ってきた が 仏教徒の宗教実践といえるだろう。一九九〇年代前半で注目すべきは、高僧信仰の隆盛と宗教そのものの活性化であろう。ちなみに近代化の流れのなかで宗教 衰退すると思われてきたが、東南アジアで宗教再生の動きが見られることは多々指摘されている。
　ミャンマーでは第一に、修行を行い聖者
となったと信じら る森林系僧侶の人気が高まった。 ターマニャ山僧正をはじめ シュエビャインーナー僧正等が有名である。これら高僧信仰の背景には、政府と民主化派の対立も影響を及ぼしたといえよう。上述のサンガ政策を通じて、高僧が政権側に組
み込まれることへ不満が生じ、新たな信仰対象として、政府に組み込まれることの少ない森林系僧侶が求められる傾向にあっ 。第二に急激な市場経済への移行で、都市部の地価急騰、インフレ等大きな経済変化があり、現世利益を含め 宗教が求められ、精霊信仰、ウェイザー信仰や占いなど他の宗教実践の隆盛の流れに、高僧信仰も入っていたといえよう。また 多数の旅行会社が設立され、多くが高僧訪問ツアーや著名パゴダの巡礼ツアーなどを企画し、国内巡礼が盛んであった。こうした旅行人気は、アジア通貨危機以降、若干下火に るが、信仰そのもの 減ったというわけではない。●出家と在家、 そして国家と国際
社会
　上座仏教のあり方として、僧侶は、生産








に近づきすぎることへの危惧もある。例えば、 僧侶デモについて、 政権側は僧衣を纏った「前科者」が先導したもので、首謀者を「偽僧」とみなした。一般市民のなかでも、僧侶はデモを行うべ ではな いう意見や、デモ参加者に偽僧が混じっていたという見解は存在する。すなわち、デモを政治活動とする見方と、在家のために宗教者して抗議したという見方の二つが並列す 。
　第二に、サンガの自治と政権との関係で
ある。僧侶への発砲 多くの市民から、軍側の過剰対応ととらえられたようである。ただ、サンガ組織か 公的な見解や抗議等は何も発表されなかった。国家側の報道見ると、宗教省大臣等が国家サンガ大長老委員会への報告という形で、デモ参加者等を取り調べた結果一部の偽の僧侶が扇動した結果であるという見解が示されるに留まった。すなわち現在国内では、政府が一端関与すると定めれば、僧侶に関することでもサンガ組織にほとんど決定権、発言権がないことを明らかにした いえよう。
　第三に、国際社会との関係である。欧米
の国際社会は、軍事政権には絶えず批判的な立場を取ってきたが、それ 加えて近年、国外に拠点を置いた「ディアスポラ」 ちが国際社会にもたらす影響を看過でき くなってきた。ミャンマーでは八八年民主化運動を機に、元学生や活動家が多数海外に亡命、後に定住し、国際放送やネット発信の拠点を形成した。彼らは、厳し 情報統
制下にある国内に短波放送やネットを通じてニュースを発信し、国内から集められた映像や情報を国際社会 流すという回路を成立させた。その最も顕著な例が僧侶デモだったといえるだろう。従来、上座仏教は、基本的に国家という閉じた枠内でそれぞれ展開してき 。しかし、国際社会とディアスポラの影響は、出家の領域でも進ん きたといえよう。ウー・ヌ ネ ・ウィン政権時代には、多数の優秀な若手僧侶が上座仏教布教のためと 、世界各地に派遣された。こうした布教僧の一部 亡命僧らが、二〇〇七年一〇月米国で「国際ビルマ僧侶組織」 （別名サーサナ ・ モリ）を発足させた。議長のペナン僧正は、 ンガ軍事政権による僧侶の強制還俗を批判 、僧侶 還俗政府ではなくサンガ内で決定すべき あるという意見を表明した。これらは 教典解釈に基づいた見解といえ、国内 ンガの代弁という側面もある。政府側は、発足当初から国営紙で彼らの動きを批判 牽制してきた。国営紙が国外の仏教 について言及するのは、極めてまれ ことであり 影響力を危惧してのこ と考えられる。
　本稿では、現政権における継続と変化を
見てきたが、宗教をめぐる今後の動き 考えるためには、国内 動きと、さらに出家を含めた国外のディアスポラ 活動も含めて押さ ていく必要があ といえるだろ 。
（とさ 　けいこ／東京外国語大学教授）
